
書類の保管期限

～保管忘れに注意しましょう～



・外国人（技能実習）

・外国人（特定技能）

・労働基準法

・労働者災害補償保険法

・雇用保険法

・健康保険法・厚生年金保険法

■書類の保管期限【目次】



外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律
施行規則
（帳簿書類）
規則第２２条 法第二十条の主務省令で定める帳簿書類は、次のとお
りとする。
一 技能実習生の管理簿
二 認定計画の履行状況に係る管理簿
三 技能実習生に従事させた業務及び技能実習生に対する指導の内容
を記録した日誌
四 企業単独型実習実施者にあっては、入国前講習及び入国後講習の
実施状況を記録した書類
五 前各号に掲げるもののほか、法務大臣及び厚生労働大臣が告示で
定める特定の職種及び作業に係るものにあっては、当該特定の職種
及び作業に係る事業所管大臣が、法務大臣及び厚生労働大臣と協議
の上、当該職種及び作業に特有の事情に鑑みて告示で定める書類

２ 法第二十条の規定により前項の帳簿書類を技能実習を行わせる事
業所に備えて置かなければならない期間は、技能実習生が技能実習
を終了した日から一年間とする。

※ 保管書類まとめはこちら

■外国人（技能実習） ※実習実施者

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=428M60000110003#Mp-At_22
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=428M60000110003#Mp-At_22


特定技能雇用契約及び一号特定技能外国人支援計画の基準等を定め
る省令
（特定技能雇用契約の相手方となる本邦の公私の機関の基準）
第二条 法第二条の五第三項の法務省令で定める基準のうち適合特
定技能雇用契約の適正な履行の確保に係るものは、次のとおりとす
る。
一～四 省略
五 特定技能雇用契約に係る外国人の活動の内容に係る文書を作成
し、当該外国人に当該特定技能雇用契約に基づく活動をさせる事業
所に当該特定技能雇用契約の終了の日から一年以上備えて置くこと
としていること。
六～十三 省略

２ 法第二条の五第三項の法務省令で定める基準のうち適合一号特
定技能外国人支援計画の適正な実施の確保に係るものは、次のとお
りとする
一～二 省略
三 一号特定技能外国人支援の状況に係る文書を作成し、当該一号
特定技能外国人支援を行う事業所に特定技能雇用契約の終了の日か
ら一年以上備えて置くこととしていること。
四～七 省略

※ 保管書類まとめはこちら

■外国人（特定技能）

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=431M60000010005#Mp-At_2
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=431M60000010005#Mp-At_2


労働基準法
（記録の保存）
第百九条 使用者は、労働者名簿、賃金台帳及び雇入れ、解雇、災
害補償、賃金その他労働関係に関する重要な書類を五年間保存しな
ければならない。

※ 保管書類まとめはこちら

■労務＿労働基準法

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=322AC0000000049#Mp-At_109


労働者災害補償保険法施行規則
（書類の保存義務）
第五十一条 労災保険に係る保険関係が成立し、若しくは成立して
いた事業の事業主又は労働保険事務組合若しくは労働保険事務組合
であつた団体は、労災保険に関する書類（徴収法又は労働保険の保
険料の徴収等に関する法律施行規則による書類を除く。）を、その
完結の日から三年間保存しなければならない。

※ 保管書類まとめはこちら

■労務＿労働者災害補償保険法

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=330M50002000022#Mp-At_51


雇用保険法施行規則
（書類の保管義務）
第百四十三条 事業主及び労働保険事務組合は、雇用保険に関する
書類（雇用安定事業又は能力開発事業に関する書類及び徴収法又は
労働保険の保険料の徴収等に関する法律施行規則による書類を除く
。）をその完結の日から二年間（被保険者に関する書類にあつては
、四年間）保管しなければならない。

※ 保管書類まとめはこちら

■労務＿雇用保険法

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=350M50002000003#Mp-At_143


健康保険法施行規則
（事業主による書類の保存）
第三十四条 事業主は、健康保険に関する書類を、その完結の日よ
り二年間、保存しなければならない。

厚生年金保険法施行規則
（書類の保存）
第二十八条 事業主は、その厚生年金保険に関する書類を、その完
結の日から二年間、保存しなければならない。

※ 保管書類まとめはこちら

■労務＿健康保険法・厚生年金保険法

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=215M10000008036#Mp-At_34
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=329M50000100037_20240401_506M60000100062#Mp-At_28


書類カテゴリ 書類名 保管期限

実習実施者の保管書類

一 技能実習生の管理簿

技能実習生が技能実習を終了した
日から１年間

二 認定計画の履行状況に係る管理簿

三 技能実習生に従事させた業務及び技能実習生に対する指導の内容を記録した日誌

四 企業単独型実習実施者にあっては、入国前講習及び入国後講習の実施状況を記録
した書類

五 前各号に掲げるもののほか、法務大臣及び厚生労働大臣が告示で定める特定の職
種及び作業に係るものにあっては、当該特定の職種及び作業に係る事業所管大臣が、
法務大臣及び厚生労働大臣と協議の上、当該職種及び作業に特有の事情に鑑みて告示
で定める書類

監理団体の保管書類

一 実習監理を行う団体監理型実習実施者及びその実習監理に係る団体監理型技能実
習生の管理簿

団体監理型技能実習の終了の日か
ら一年間

二 監理費に係る管理簿

三 団体監理型技能実習に係る雇用関係の成立のあっせんに係る管理簿

四 第五十二条第一号及び第二号の規定による団体監理型技能実習の実施状況の監査
に係る書類

五 入国前講習及び入国後講習の実施状況を記録した書類

六 第五十二条第三号の規定による指導の内容を記録した書類

七 団体監理型技能実習生から受けた相談の内容及び当該相談への対応を記録した書
類

八 外部監査の措置を講じている監理団体にあっては第三十条第六項各号に規定する
書類、外部監査の措置を講じていない監理団体にあっては同条第三項に規定する書類

九 前各号に掲げるもののほか、法務大臣及び厚生労働大臣が告示で定める特定の職
種及び作業に係るものにあっては、当該特定の職種及び作業に係る事業所管大臣が、
法務大臣及び厚生労働大臣と協議の上、当該職種及び作業に特有の事情に鑑みて告示
で定める書類

※ 根拠法律はこちら
※参考資料：【実習実施者】技能実習 運用要領 p171~

【監理団体】技能実習 運用要領 p293~

■保管書類まとめ＿外国人（技能実習）

https://www.otit.go.jp/files/user/240412-214.pdf#page=140
https://www.otit.go.jp/files/user/240412-215.pdf#page=115


書類カテゴリ 書類名 保管期限

活動の内容に係る文書

特定技能外国人の管理簿

特定技能雇用契約の終了の日から
１年以上

特定技能雇用契約の内容

雇用条件

特定技能外国人の待遇に係る事項が記載された書類（賃金台帳（労働基準法第１０８
条）等）

特定技能外国人の出勤状況に関する書類（出勤簿等の書類）

１号特定技能外国人支援の状況に係る文書

支援実施体制に関する管理簿

支援の委託契約に関する管理簿

支援対象者に関する管理簿

支援の実施に関する管理簿

※ 根拠法律はこちら
※参考資料：【特定技能所属機関】特定技能 運用要領 p66~

【登録支援機関】特定技能 運用要領 p140~

■保管書類まとめ＿外国人（特定技能）

https://www.moj.go.jp/isa/content/930004944.pdf#page=72
https://www.moj.go.jp/isa/content/930004944.pdf#page=146


書類カテゴリ 書類名 保管期限

労働基準監督署に申請または届出する場合に使
う様式

貯蓄金管理協定届

５年間

預金管理状況報告

解雇制限除外認定申請書

解雇予告除外認定申請書

１箇月単位の変形労働時間制に関する協定届

１年単位の変形労働時間制に関する協定届

１週間単位の非定型的変形労働時間制に関する協定届

寄宿舎規則（変更）届

就業規則（変更）届

必要に応じて事業場で使用する様式

労働者名簿

労働条件通知書

労働条件通知書（無期転換後の労働条件）

賃金台帳（常用労働者）

賃金台帳（日々雇い入れられる者）

退職事由に係るモデル退職証明書

※ 根拠法律はこちら

※参考資料：主要様式ダウンロードコーナ
ー（労働基準法等関係主要様式）

■保管書類まとめ＿労働基準法

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/roudoukijunkankei.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/roudoukijunkankei.html


書類カテゴリ 書類名 保管期限

療養（補償）等給付たる療養の給付関係
療養補償給付及び複数事業労働者療養給付たる療養の給付請求書 業務災害用・複数
業務要因災害用

完結の日から３年間

療養（補償）等給付たる療養の費用の支給関係 療養補償給付及び複数事業労働者療養給付たる療養の費用請求書

休業（補償）等給付関係
休業補償給付支給請求書 複数事業労働者休業給付支給請求書 業務災害用・複数業
務要因災害用

障害（補償）等給付関係
障害補償給付 複数事業労働者障害給付 支給請求書 障害特別支給金 障害特別年
金 障害特別一時金 支給申請書 業務災害・複数業務要因災害用

遺族（補償）等給付関係
遺族補償年金 複数事業労働者遺族年金 支給請求書 遺族特別支給金支給申請書 遺族特
別年金支給申請書 業務災害・複数業務要因災害用

介護（補償）等給付関係 介護補償給付複数事業労働者介護給付介護給付支給請求書

年金・一時金・労災就学援護費関係 年金たる保険給付の受給権者の住所・氏名 年金の払渡金融機関等変更届

二次健康診断等給付関係 二次健康診断等給付請求書

アフターケア委託費・通院費関係 アフターケア手帳交付申請書

義肢等補装具費関係 義肢等補装具購入・修理費用支給申請書

外科後処置 外科後処置申請書

訪問看護費用請求書 労災保険訪問看護費用請求書

その他の関係 未支給の保険給付支給請求書_未支給の特別支給金支給申請書

特別加入関係 特別加入申請書（中小事業主等）

第三者行為災害関係 第三者行為災害届

※ 根拠法律はこちら

※参考資料：主要様式ダウンロードコーナ
ー （労災保険給付関係主要様式）

■保管書類まとめ＿労働者災害補償保険法

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/rousaihoken.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/rousaihoken.html


書類カテゴリ 書類名 保管期限

育児休業・介護休業給付

育児休業給付金受給資格確認票・（初回）育児休業給付金支給申請書

完結の日から２年間

育児休業給付支給申請書

育児休業給付受給資格確認票・出生時育児休業給付金支給申請書

介護休業給付金支給申請書

賃金証明書

雇用保険被保険者60歳到達時等賃金証明書

雇用保険被保険者休業開始時賃金月額証明書

雇用保険被保険者休業開始時賃金月額証明書

雇用保険被保険者休業開始時賃金月額証明書

被保険者資格関係

雇用保険被保険者資格取得届

雇用保険被保険者資格喪失届

雇用保険被保険者転勤届

高年齢雇用継続給付
高年齢雇用継続給付支給申請書

高年齢雇用継続給付受給資格確認票

その他 離職証明書（３枚複写）

※ 根拠法律はこちら

※参考資料：雇用保険様式ダウンロード（
事業主向け）

■保管書類まとめ＿雇用保険法

https://jsite.mhlw.go.jp/hokkaido-hellowork/list/asahikawa/jigyounushi/20131001_001.html
https://jsite.mhlw.go.jp/hokkaido-hellowork/list/asahikawa/jigyounushi/20131001_001.html


書類カテゴリ 書類名 保管期限

適用関係届書・申請書 健康保険・厚生年金保険 新規適用届

完結の日より２年間

適用関係届書・申請書 健康保険・厚生年金保険 任意適用申請書

保険料関係届書・申請書 社会保険料納入証明申請書

船員保険 適用関係届書・申請書 船員保険・厚生年金保険 新規適用船舶所有者届

脱退一時金 脱退一時金請求書

※ 根拠法律はこちら
※脱退一時金についてはこちら

■保管書類まとめ＿健康保険法・厚生年金保険法

https://www.nenkin.go.jp/service/jukyu/tetsuduki/sonota-kyufu/20140710.html


・提出期限のみならず、保管期限についても注意

・保管書類については、重要な項目（正確な記載が必要な

項目、他の書類と関連する項目等）を意識して、その記載

が抜けていないかを確認

■まとめ



四半期届出の必要書類や36協定など、外国人雇用に関するマニュアルは下記の

ユーザーマニュアルに掲載しております。

今回の保管書類レクチャーと合わせてご確認下さい。



書類は、相手方と円滑にコミュニケーションを図る上で大切

です。

保管の有無だけでなく、内容がしっかり記載されているかも

確認し、必要に応じて速やかに内容確認を行えるようにいた

しましょう。

引き続き潤滑な運用ができるよう、

ご協力の程、よろしくお願いいたします。
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